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《論 説》
労働異質性と高齢化社会における税制改革
- 累進税制の選択と資産格差への影響- (*)
岡 本 章
Ⅰ.序 論
未曾有の高齢化社会の到来を目前にして,わが国では税制改革に関する論
議が活発に行われている｡わが国の所得分配が近年不平等化してきたことを
示唆する研究 (例えば橘木他 (1994)など)もあり,累進税制を含めた,今
後の税制改革の方向性について検討することは,重要な課題である｡人口の
高齢化は経済社会に様々な影響を及ぼすと考えられるが,資産格差にはどの
ような影響を与えるのであろうか? 高齢化という要因は,果たして資産格
差を拡大させるのであろうか,あるいは縮小させるのであろうか? また,
税制の選択は,効率性のみの観点だけからではなく,公平性をも十分に考慮
した上で,総合的に判断されなければならない問題である｡このような問題
意識から,本稿では資産格差を是正する役割をも担う累進課税に着目するこ
(*)本稿は,岡山大学で開催された1995年度日本財政学会第52回大会および同年12月の
帝塚山大学における計量経済学コンファレンスでの報告論文を大幅に加筆 ･修正したも
のである｡本稿の作成過程で,京都大学の橘木像詔教授,大阪大学の跡田直澄教授,一
橋大学の麻生良文助教授,大阪学院大学の日高政浩助教授,関西大学の橋本恭之教授,
そして日本財政学会ならびに帝塚山大学でのコンファレンス参加者の方々から貴重なコ
メントを頂いたOさらに,本稿は,平成9年度公益信託山田学術研究奨励基金の援助に
よる成果である｡ここに記して感謝の意を表したい｡
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2とによって,今後の税制改革の一つの指針を得るべく,効率性と公平性の両
方の観点を取り入れた分析を行った｡本稿では,税制が資産格差に与える影
響を視点としてシミュレーション分析を行うことにより,今後のわが国の税
制改革の方向性を探ることにする｡
本稿の課題は,高齢化社会への移行において累進労働所得税 ･比例税 ･累
進消費税などの税制の違いが,資本ストックや資産格差などにどのような影
響を与えるかについての分析を行うことにある｡高齢化社会への移行を反映
する形で分析を行う場合,その基本的枠組としてはAuerbach and Kotlikoff
(1983a)によって開発されたライフサイクル一般均衡モデルを用いたシ
ミュレーション分析が適している｡本稿では,労働の異質性を組み込み,さ
らに寿命の不確実性とそれに基づく意図せざる遺産を導入した,拡張された
ライフサイクル一般均衡モデルを用いてシミュレーション分析を行った｡本
稿の目的は次の2点である｡1つは,効率性 ･公平性の両方の観点から,高
齢化社会の最適税制を探ることである｡もう1つは,累進労働所得税 ･累進
消費税の経済効果を定量的に分析することである｡
また,本稿の特徴は次の3点である｡まず第1に,本稿のモデルでは,所
得の異なる低 ･中･高所得層の3人の代表的家計を導入することにより,従
来の1人の代表的家計による分析の限界を打破している｡すなわち,本稿で
は代表的家計に関して労働所得の異質性を導入することにより,世代内での
分配の問題をも取り扱うことができ,公平性の問題を分析することが可能と
なっている(1)｡その有用性から,わが国でもこの手法を用いた分析は数多く
行われてきたが,これまでの分析はいずれも1人の代表的家計による分析の
範囲内にあり,代表的家計に労働の異質性を導入した分析は行われていない
(例 えば,本間他 (1987a),Iwamoto他 (1993),跡田 ･加藤 (1993)な
ど)｡また,これと表裏一体の関係にあるが,この手法を用いて累進課税に
ついて分析を行った研究はわが国では存在しない｡なぜならば,1人の代表
的家計の分析の範囲内では,同質的な家計が多数存在することを仮定してい
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ることから,もちろん所得についても同一であり,所得分布の不平等を緩和
するという累進課税の本来の巨摘勺からすれば,累進性を導入することの必要
性が生じないからである｡
第2に,寿命の不確実性に基づく意図せざる遺産を導入したモデルでの,
遺産の受け渡しに関して,先行研究では社会全体において,死亡した家計の
保有していた資産が50歳の家計に受け渡されると仮定されていた (例えば,
Kato(1994),岡本 (1996)など)｡ところが,本稿ではその相続が,低 ･
中 ･高所得層のそれぞれのグループ内部で行われ,その範囲が狭くなってい
る｡また,3所得層の所得の差異がライフサイクルの各時点での資産に反映
されるため,本稿では低 ･中･高所得層の順に,その所得に応じて相続され
る遺産額が大きくなる｡この点で,従来よりも現実に近い分析が可能となっ
ている｡
第3に,高齢化社会における財政基盤の確立に関連して,累進消費税の導
入の可能性について検討している点である｡累進消費税は,税制改革の効果
を調べる税目として,従来ほとんど取り上げられてこなかった｡本稿では,
効率性と公平性の両面における累進労働所得税との比較を通して,累進消費
税の分析が行われている｡なお,累進消費税と言うとき,大きく分けて,支
出税と,消費税または売上税との2形態が考えられるが,本稿では前者の形
態を採用している｡つまり,本稿での累進消費税は,納税義務を負う消費者
(1)公平性に関して,累進労働所得税と累進消費税の比較の観点から,本稿では所得格
差ではなく資産格差を用いている｡本稿では,現存する資産格差のうち,労働効率の
差異を源泉とする部分,換言すれば,労働の効率性の差異で説明できる資産格差に焦
点を当てる｡モデルでは総資産-総資本であり,ここでの資産比率とは,総資産の形
成に関する低 ･中 ･高所得層の割合である｡公平性の指標として,本稿ではこのよう
に定義された3分位の所得階層の資産比率を用いている｡本稿では,シミュレーショ
ン分析により,累進税制の資産格差に対する影響の分析を行っている｡このために
は,本稿では行わなかったが,高山 (1992)などを用いて,わが国の近年の資産格差
の実態を統計データで示し,本モデル分析との整合性を検証すべきであるという問題
が残る｡なお,本稿では効率性の指標として資本蓄積への効果を用いている｡
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4に課税される直接税を想定している｡
本稿の構成は,以下の通りである｡まず,第Ⅱ節では分析の枠組 (モデ
ル)が提示され,第Ⅲ節では,シミュレーション分析の方法が述べられる｡
第Ⅳ節では,シミュレーション結果とその解釈,および政策的インプリケー
ションが示される｡第Ⅴ節では,要約と結論,および今後の課題が述べられ
る｡
Ⅱ.モ デ ル
本稿で用いるライフサイクル一般均衡モデルの特徴は,次の3点である｡
第1に,ライフサイクルモデルであることにより,個々の家計の,生涯全
体にわたる適時的な効用最大化行動を基礎としていることである｡同時に世
代重複モデルであることにより,人口の年齢構成の変化による貯蓄供給の変
化などを,厳密に取り扱うことが可能である｡
第2に,一般均衡モデルであることにより,ライフサイクル理論によって
決定される貯蓄は,資本市場において実物資本と結び付けられ,産出水準に
影響を与える｡部分均衡モデルとは異なり,貯蓄の変化は利子率の変化をも
引き起こして,貯蓄水準や産出水準にも影響を与えることになる｡
第3に,寿命の不確実性とそれに伴う遺産行動を考慮したモデルであれ
ば,寿命の確実性を仮定したモデルに比べて,特に高齢期の消費 ･貯蓄行動
を現実的に捉えることが可能になる(2)｡
また,寿命の不確実性の導入に当たって,現実のわが国のデータである生
命表を用いており,この面からもシミュレーションは現実性を持つことにな
(2)寿命の確実性を仮定したモデルでの消費プロファイルは,右上がりの直線となる｡
一方,本稿のように寿命の不確実性を仮定した場合には,生存確率が低くなった時点
での期待効用のウェイトが小さくなるため,高齢期の消費が低くなるように,消費プ
ロファイルの曲線が描かれる｡(消費プロファイルについては,図2を参照のこと｡)
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る｡
本稿では,基本的に80期間のライフサイクルを持つ世代が重複している経
済を用いて,シミュレーション分析を行う｡モデルは,家計 ･企業 ･政府の
3部門から構成される｡以下では,それぞれの部門の基本的構造について順
に述べ,最後に市場均衡の条件を示す｡なお,モデルは離散的時間で,1年
を単位として記述される｡
(1) 家計 部 門
家計の所得階層は,低 ･中 ･高所得層の3分位で記述されるものと仮定す
る｡家計は,各所得層を代表する,所得のみが異なる3人の代表的家計の行
動により定式化する｡所得の差異は,労働の効率性の差異に基づくものと仮
定する｡また,家計の効用は消費のみに依存し,余暇-労働供給に関する選
択は行わないものとする｡すなわち,労働供給は非弾力的であると仮定す
る(3)｡
家計は,21歳の時に意思決定主体として登場して最長で100歳まで生存す
るが,寿命の不確実性が存在し,この生存期間中に毎期ある確率で死亡する
ものと仮定するoj+20歳の家計がj+21歳にも生存している確率をq汁.U
とすると,21歳の家計がS+20歳まで生存している確率p.,は,これらの条
件付き確率の積をとって,
∫一I
ps-n q,.､uJ=1 ､卜
で表される｡低 ･中 ･高所得層それぞれの代表的家計の効用関数は,同一で
(3)最近の推計によると,わが国の労働供給は課税後賃金率に関してかなり非弾力的で
あることが示されている｡Asano=Fukushima(1994)によれば,労働供給の (補償)質
金弾力性は大きくみても0,27程度との結果が出ている｡これは,代替効果の大きさの
みを推計したものであり,所得効果をも考慮した実際の労働供給の賃金弾力性は,さ
らに′J､さくなると考えられる｡従って,余暇一労働供給に関する選択は,わが国の現
状ではそれほど自由にできないと考えられる｡
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6あると仮定する｡家計は,将来の期待生存確率をも考慮して,生涯全体にわ
たる期待効用を最大化するように,消費 ･貯蓄選択の意思決定をすると仮定
する｡上付き文字i-p.m ･Wは,それぞれ低 ･中 ･高所得層を指し示すも
のとすると,各代表的家計の21歳における,ライフサイクル全体での期待効
用 ulは
U･--TL皇p,.(1.6)-(5-1'(C.:).-号 (2)1-Ts=､
のように時間について分離可能型,かつ相対的危険回避度一定の適時的効用
関数で特定化する｡ここで,G は∫十20歳での消費水準,古は時間選好
率,Tは異時点間の代替の弾力性のパラメータであるO低 ･中 ･高所得層そ
れぞれの代表的家計の∫+20歳での予算制約式は
A:十.-(1+r(1-T,))AsL+(ト Tw(･)-Tp)WXL-es
+b.:+as'-(1+Tc(A))C.Y'
(3)
として表される｡
ここで,rは利子率,Wは労働の効率単位当たり賃金率,esは労働の効
率性の尺度のプロファイルを表し,家計の年齢により労働の効率性が異な
る(4)｡ xlは3所得層の労働の効率性の差異に応じて付与されるウェイトであ
(4)中所得層の労働の効率性の尺度のプロファイルは,本間他 (1987a)での推定が用
いられている｡
Q-a.+a.N+a2N2+a,K+a.K2
但し,Nは年齢,Kは勤続年数,Q は時間当たり賃金である｡『賃金構造基本統計
調査』(1984)を用いた推定結果は,次の通りである｡
ao 叫 a2 83 α4
-0.1537 0.05539 -0.0007595 0.1045 --0.001901
S.E.-0.02003
R2-0.997
6ー-
労働異質性と高齢化社会における税制改革 7
る｡中所得層の労働の効率性の尺度を基準とし,xm -1とする｡xP ･x W の
値は,低 ･中 ･高所得層の労働効率の比率が,現実に近くなるように定め
た｡本稿では,『第119回 国税庁統計年報書 (平成5年度版)』(国税庁)に
おける給与階級別の給与所得者数,給与総額及び税額 (源泉所得税)を用い
て,低 ･中･高所得層の労働効率の比率,および累進労働所得税の累進度を
設定した(5)｡給与所得者数の構成比は,300万円以下が34.1%,300万円超500
万円以下が32.6%,500万円超が33.3%であり,ほぼ同数と考えることがで
きる｡このデータはクロス ･セクション･データであるが,それぞれの給与
階級の平均年齢にはそれほど大差が無いことから,それぞれを低 ･中･高所
得層と仮定した(6'｡また,wxLes は,各代表的家計にとっての粗賃金率とみ
なすことができる｡家計は21歳からRE+20歳 (退職年齢)まで労働供給
を行い,その後は労働供給はゼロと仮定する｡
税体系は,労働所得税 ･利子所得税 ･消費税により構成されるものとす
る(7)｡労働所得税と消費税については,累進課税を適用するケースを設定す
(5)本稿では,源泉所得税のみから低 ･中･高所得層の労働の効率性の比率を導出して
おり,申告所得税は考慮に入れていない｡従って,本稿では被雇用家計のみからなる
所得分布で分析を行っており,自営業の家計などは含まれていないことに留意する必
要があるO例えば,Atoda他 (1988)では,｢所得再分配調査｣(1975)のデータが用い
られているが,被雇用家計よりも自営業 ･農業の家計の所得分布の分散が大きいとい
う推定結果が得られている｡申告所得税の人数は,源泉所得税の約5分の1である
が,納税額は約3分の1になるO申告所得税の場合はとりわけ高額所得者が多く,こ
れを含めると,高所得層の代表的家計の労働効率が若干上方に修正される｡しかし,
本稿での3分位に分けられる低 ･中･高所得層の労働効率の比率の仮定,0.5:1:2
でさえ 〔AppendlXB〕で示唆されるように,現実よりも格差が大きく設定されている
と考えられるので,申告所得税は取り入れないことにした｡
(6)但し,300万円超500万円以下の給与階級は,相対的に平均年齢が若干低い｡これ
は,この給与階級には,年齢が若いためにこの給与階級に属しているものが多少含ま
れていることに起因すると考えられる｡また,本稿の3所得層によるモデル分析が,
従来の所得分布,資産分布の実証研究 (例えば高山 (1992)など)と整合的であるこ
とを示す必要があると考えられるO このためには,本モデルのように3分位に分けら
れる3所得層の資産保有比率で,資産格差の実態を検討すべきであるという問題が残
る｡
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8る｡累進課税の導入方法については,Auerbach and Kotlikoff(1983b)･
(1987)での方法を採用している(8)0I.を課税ベース,α･βを累進度を表す
1
パラメータとすると,平均税率はα+ラβZ,限界税率はα+βZで表 され
る｡β-0のとき,比例税 となる｡αが小 さいほど,そ してβが大 きいほ
ど,累進度は高くなる｡累進労働所得税を適用する場合には,課税ベースZ
が粗賃金率wxle.Y となる｡また,本稿での累進消費税は支出税を想定 して
いることから,累進消費税を導入する場合には,Zが消費水準C.;となる｡
すなわち,各代表的家計の 1年当たりの租賃金率 ･消費水準に対して,累進
課税が適用される｡この定式化により,累進労働所得税を適用する場合に
は,平均労働所得税率 Twが粗賃金率 wxte.,の増加関数となる｡また,累進
消費税を導入する場合には,平均消費税率 Tcが消費水準C.ylの増加関数と
なる｡このようにして,累進課税の持つべ き基本的性質が満たされる｡な
お,(3)式での Tw(･), 1-C(･)との表記は,それぞれwxLe,,C:の関数であるこ
とを示している｡さらに,利子所得税については比例税を適用 し,利子所得
税率をT,で表す｡
また,年金制度については,低 ･中 ･高所得層それぞれの代表的家計の年
金給付額をbJ,給付率 をO,標準報酬年額 をHt,年金支給開始年齢 を
sT+20歳とすると,次のように表現されるn`)｡
b:-OHl(S≧sT)
b.:-0 (S<ST) ここで,〃E-諾 wxles (4)
このように,年金給付額は,各代表的家計の労働効率の差異を反映したも
(7)資産分布の問題を取り扱っていることを考慮すれば,相続税を導入することも考え
られるが,議論の簡単化のために,本稿では相続税は取り入れないことにした｡
(8)わが国の現状では,利子所得に対する20%分離課税が行われていることを考慮し
て,分離課税制度を仮定した｡なお,Auerbach他 (1983a･b)･Auerbach他 (1987)
では総合所得税の仮定が置かれており,労働所得税率と利子所得税率を同山のパラ
メ-夕で表しているので,利子所得税率にも累進性が導入されている0
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のとなる｡
さらに,各代表的家計に対応する,∫期の期首に家計の保有する資産を
AsL,およびS+20歳の時点で相続する遺産額をa.:とする(10)｡遺産は,死亡
した家計の保有していた資産が,若い世代あるいは古い世代へ移転されるこ
とにより発生するものとする｡すなわち,寿命の不確実性の導入と整合的
な,意図せざる遺産の存在を仮定する(ユ1)｡また,死亡した家計の遺産は,各
所得層のグループ内部で,50歳の家計に相続されるものとする(12'｡遺産は,
(9)年金制度の存在を仮定しないケースについても,シミュレーションを行った｡その
結果,資本蓄積が顕著に増加したOこれは,年金制度が無い場合には,老後の消費を
全て自分で賄わなければならず,このために就労期により多くの資産を蓄えることに
なり,資本ストックの増加がもたらされたものと考えられる｡
(10)ここでは借り入れ市場の完全性を仮定し,A～は負の値をも取り得るものとする｡AS
が負の値をとるとき,すなわち家計が借金をしているときには,政府がT,の率で家計
に補助金を与えていると解釈できる｡図1･図3を参照すると,労働所得の小さい若
年期に借り入れを行っていることが示されている｡遺産の存在を仮定せず,寿命の確
実性を仮定したモデルでもシミュレーションを行ったが,この仮定の下でも若年期の
資産がマイナスになるという結果が得られた｡従って,若年期の借り入れは,遺産が
もらえると期待して行動していることのみに依存しているのではないことが示唆され
た｡なお,90歳以上の超高齢期にも借り入れを行っているが,これは期待生存確率が
低いために期待効用のウェイトが小さくなり,消費が年金給付額を下回るためであ
る｡つまり,超高齢期の消費が極端に低くなり,それ以前の時点で年金を担保に借り
入れ行動を起こし,生存確率の低い時点でその借金を返済する行動をとっているので
ある｡このような年金を担保とした借り入れ行動は現実には不可能であり,少し不自
然ではあることは否めないが,実際にこの年齢まで生存する人は少数であることか
ら,分析結果の本質に影響を与えるものではないと考えられる｡寿命を90歳までとす
ることにより,すなわち70陛代重複モデルを仮定することにより,超高齢期の借り入
れを排除することも可能である｡しかし,初期状態 (1990年)と高齢化状態 (2025
年)では90歳以上の生存確率に顕著な差異が存在し,本稿ではその差異をも取り入れ
た分析を行うために,最長で100歳まで生存する可能性をもつ鮒世代重複モデルを採用
することにした｡
(ll)寿命の不確実性の処理の仕方としては,本稿のように意図せざる遺産の発生を考
え,世代間の遺産の受け渡しをモデル化する方法と,完全な私的年金市場の存在を仮
定する方法とがある｡Iwamoto他 (1993)では後者の方法を採用し,寿命の不確実性と
整合的な,完全な私的年金市場の存在を仮定している｡
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意図せざる遺産のみを仮定することにより,端点条件 :Al-A8,-0が成立
する(ユ3)｡各代表的家計が50歳の時点で受け取る遺産a三Oは,各グループの遺
産総額をBQ;とすると,
〟.ln=
NIP30(I+n)-29
ここで,
(5)80BQ;-NT∑b.一ps.)(1+n)-'S~1)A.;'+二ヾl
として表される｡ここで,NtはJ期に新たに意思決定主体として参入する
家計の総数,nは人口成長率を示している｡
低 ･中･高所得層それぞれの代表的家計は,制約式(3)のもとで(2)式の期待
効用を最大化するように,生涯全体にわたる消費 ･貯蓄を決定する｡効用最
大化の一階の条件より,消費の時間的経路は
+〟(1-午 (6)
となる｡各代表的家計について初期消費C1-が求まれば,(6)式より消費の時
間的経路C.Tlが定まるO すると,(2)式より家計のライフサイクル全体での効
用が求まり,(3)式より家計の資産A.:の時間的経路が定まる｡従って,各代
表的家計の消費 ･資産プロファイルを求めるためには,生涯の予算制約を満
たすようなcI`を導出すればよい｡(詳しい導出過程については 〔Appendix
A〕を参照のこと｡)
(12)議論の簡単化のために,死亡した家計の遺産は50歳の家計に相続されるとの仮定を
置いた｡跡田･加藤 (1993)では,遺産を受け渡すタイミングに関する分析が行われ
ている｡
(13)ここでは簡単化のために,意図的な遺産の存在は仮定しない｡なお,Auerbach他
(1989),Iwamoto他 (1993)では,意図的な遺産が導入されている｡これらの研究で
は,joyofgivingによる遺産動機に基づく遺産が導入されている｡
- 10-
労働異質性と高齢化社会における税制改革 11
(2)企 業 部 門
企業は,資本と労働を用いて生産を行うと仮定する｡資本は同質的で減価
しないものとし,一方,労働はその効率性のみが異なるものとする｡すなわ
ち,労働は完全代替であるが,低 ･中･高所得層の別,さらにその年齢によ
り効率性が異なる｡集計された生産関数を,議論の簡単化のために,次式の
ようにCES型 (資本と労働の代替の弾力性が一定の関数)で定式化する｡
I
yt-BlEKt1-号 ｡- ど)LIT-1]こ≡ (7)
ここで,Ytは総生産量,K,は総資本,I,tは効率単位で計った総労働供
給量を表す｡また,0.は生産要素間の代替の弾力性のパラメータ, Eは生産
における資本のウェイト･パラメータ,Bは規模パラメータを示してい
る｡利潤最大化のための一階の条件は
r-BlEKt1-号 (1I E)L甘 IEKL-i
i
w-BlEKtlJ･(.-e'L,I-;F '1-E'LIj
となる｡さらに,生産関数の一次同次性より,
Yl-rKt+wLl
が成立する｡
(10)
(3)政 府 部 門
政府部門は,租税を調達して公共財を供給する一般会計部門と,公的年金
制度を道営する年金会計部門から構成される｡この2部門の会計は,独立に
なされているものと仮定する(14)0
一般会計のJ期における予算制約式は,
- ilil-
12
Dt+1-(I+r)D,+Gl -Tt
年金会計のJ期における予算制約式は,
Ft+1-(1+r)F,+Rl-B,
価
(12)
のように表される｡ここで,β∫は公債,G′は公債の利子支払い以外の政
府支出,Tt は労働所得税 ･利子所得税 ･消費税からの税収,FEは年金積立
金,Rt は年金保険料収入,Blは年金給付総額を示す｡Gt ･Tt･Rt･Bt
は,それぞれ次式のように定義される｡
80
Gl-N,∑p.-(1+n)-'S-J)3g､ニー
Tt-LXt+T,rASf+CXt
Rt-TpWLJ,
80
Bl-Nt∑ p.-(1+n)-'S-1)(b,打 bSr'bsw)
個
ここで,gは一人当たり政府支出である｡(14)式に関してLXtは労働所得
税収,cxfは消費税収であり,それぞれ3所得層の和として
LX l -Nt葺 ps(.･n,-'.r-.'lawxpeLVI ; p(wxpes,2.αwxmes
(14)これは簡単化のための仮定であり,一般会計から年金会計への財政移転を仮定する
ことも可能である｡
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･;p(wxmes,2･awxwe･- ;β(wxwes,2 ]
cx t -NT貴 ps(1･n,-'S- 1'la叫 β(C"2･αcT
･去β(C."2･αcjW+去β(C3W,2]
で表される｡本稿では所得階層が3分位で記述できることを仮定しているこ
とから,(16)式においてbsP･b,m ･bsw を同率のウェイトで合算することによ
り,集計値を導出することができるOなお,(14)式のLX,とcxlの計算にお
いても,同様の取り扱いを行っている｡
また,家計の供給する資産総額A∫′･消費総額AC∫は,それぞれ3所得
層の和として
80
ASt-N,∑ pJ(1+n)"J~1'(Af+ASm'AL,W)
こヾl
80
ACE-N,∑pJ(1+n)M'5-1'〈C,p+csm'csw)∫=l
で表される｡ここで も,上 と同様 に(17)･(W)式における,Asp･A5m ･ASW,
csp･csm ･csw を同率のウェイトで合算することにより,それぞれの集計値
を導出している｡
(4)市 場 均 衡
最後に,資本市場 ･労働市場 ･財市場の3つの市場の均衡条件について述
べる｡
i)資本市場の均衡条件
家計の供給する資産総額と年金会計の積立金が,実物資本と公債に等しい
という関係により
-131
14
AST+Ft-Kt+Dt (19)
となる｡
i)労働市場の均衡条件
効率単位で計った,企業の需要する総労働需要量が家計の供給する総労働
供給量に等しいという関係により
RE
Lt-NE∑p.Y(1+n)-｡-1'〈xl'+xm+xw)eT､†こ1
となる｡
ii)財市場の均衡条件
(20)
総産出量が,民間消費と投資および政府支出の和に等しいという関係によ
Y,-ACT+(Kt+1-Kt)+Gt 刺
となる｡
以上の方程式体系を連立させて,コンピュータを用いた均衡計算を行う｡
Ⅲ.シミュレーション分析の方法
本稿では,高齢化社会への移行において,累進労働所得税 ･比例税 ･累進
消費税などの税制の違いが,資本ストックや資産格差などにどのような影響
を与えるかについてのシミュレーション分析を行う｡このためには,前節で
提示されたモデルを適当なパラメータの下で,実際に解く必要がある｡本節
では,シミュレーション分析の方法 ･計算手順 ･ケース分け ･パラメータの
特定化について順に説明する｡
(1) 分析方法と計算手順
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本稿では,各家計は完全予見の予想形成をしているとの仮定の下で,ガウ
ス-ザイデル法によって,前節で提示したシミュレーション･モデルを解い
ている｡具体的な計算手順は,次の通りである｡
(ステップ1)
まず,利子率ro,賃金率wo,低 ･中･高所得層それぞれの遺産額aO,刺
子所得税率T,0および年金保険料率TpOを初期値として与えるo
(ステップ2)
これらの価格,および労働所得税率㌦(･),消費税率㌔(･)を所与として,
低 ･中･高所得層それぞれの家計は,生涯にわたる消費計画cl･貯蓄計画
∫1を立てる｡
(ステップ3)
各所得層ごとに資産Alを集計し,さらにそれを同率のウェイトで合算す
ることにより,総資本KIが得られる｡すると,生産の均衡条件(8)I(9)式よ
り,新しい利子率rl･賃金率 W一に変更される.また,各所得層の資産計画
A lよりBQlが計算され,新しい遺産額alが各所得層でそれぞれ求められ
る｡さらに,一般会計と年金会計の収支が現在価値でバランスするように,
利子所得税率T,1と年金保険料率TJとに変更される｡
(ステップ4)
このようにして変更された利子率 rl,賃金率wl,低 ･中 ･高所得層それ
ぞれの遺産額al,利子所得税率T,lおよび年金保険料率Tiを新たな初期値
として (ステップ1)に戻る｡このようにして,同様の計算を繰り返し行っ
ていく｡これらの値が変化しなくなったときが,均衡点となる｡
(2) ケース分け
本稿では,基本的に次の6ケースについて比較検討を行った｡まず,累進
労働所得税の適用された初期定常状態 (1990年)の基準ケース (A)を設定
し,累進労働所得税から比例的労働所得税に移行したケース (A-1),
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ケースA-1に累進消費税を導入したケース (A-2)を設定した｡すなわ
ち,累進労働所得税を通用するケース ･全税体系が比例税のケース ･累進潤
費税を導入するケースを設定した｡また,高齢化定常状態 (2025年)におい
て,これらのケースと同様のケース (B･B-1･B-2)を設定した｡こ
れらのケースについて,初期状態と高齢化状態での比較を行った.
本稿では,初期状態 (ケースA)から高齢化状態 (ケースB)への移行に
伴う負担の増分を,利子所得税で賄うことにした(15)｡また,比較の観点か
ら,仝ケースを通じて総人口が同一であり,一人当たり政府支出gを一定
として,税収中立的な均衡計算を行っている｡経済に存在する総人口を同一
にするために,高齢化状態についてはNt(t期に新たに意思決定主体とし
て参入する家計の級数)で調整を行った｡
初期状態 ･高齢化状態それぞれの状態におけるケース分けに関しては,労
働所得税収 ･利子所得税収 ･消費税収が全てのケースでほぼ同一となるよう
にした｡これは,累進労働所得税 ･累進消費税の経済効果の分析に焦点を当
てるためであるQなぜならば,各ケース間で税構成が変化すれば,資本蓄積
に対する影響をはじめ様々な経済変数も変化するからである｡(詳しくは,
岡本 (1996)を参照のこと｡)なお,Auerbach and Kotlikofr(1983b)･
(15)高齢化状態での利子所得税率の設定に関しては,高齢化社会においても労働所得税
については比例的労働所得税率に換算すれば7%,消費税については比例的消費税率
50/Oの下で,初期状態と同一の税収 (58.79)を賄えるように利子所得税率を定めた｡
その結果,初期状態での利子所得税率が20.0%,高齢化状態での利子所得税率が34.0%
となった｡高齢化に伴う負担の増分を労働所得税 ･消費税で賄う場合と比較すると,
資本ストック,家計の消費 ･貯蓄など経済諸変数に与える影響が大きく異なるO 本稿
では,税引き後の実質的な利子率は,高齢化状態の場合のほうが低い｡これは,将来
消費の相対価格を上昇させるので,高齢化状態では相対的に現在消費に代替を起こ
す0-万,割引率が小さくなることにより,高齢化状態においては,相対的に所得の
現在価値が大きくなる｡(詳細に関しては,岡本 (1996)を参照のことO)本稿の分析
では,累進労働所得税と累進消費税の比較に焦点を当てたために,高齢化に伴う負担
の増分を利子所得税で賄うことにしたが,消費税の増税で賄うほうが現実的であるか
もしれない｡
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(1987)では,仝税収を所得税で賄うケース ･消費税で賄うケースの比較を
行い,それぞれに累進課税を導入した分析を行っている｡このような極端な
仮定を置かなくても累進労働所得税 ･累進消費税の経済効果の分析は十分に
可能であり,本稿では,できるだけ現実に近い形で分析を行うという観点か
ら,税構成は変化させずに比較検討を行うことにした(16)｡
また,累進課税には,次の2つの効果が考えられる｡1つは,当然のこと
ながら,低 ･中 ･高所得層の間の税負担比率を変化させる効果である｡もう
1つは,累進労働所得税 ･累進消費税それぞれについての,家計のライフサ
イクルに関わる効果である｡つまり,累進労働所得税の場合には,年功序列
型の賃金プロファイルの下で,家計の課税後労働所得のライフサイクルにお
けるパターンを変化させる効果である｡累進消費税の場合には,加齢に伴っ
て消費額の増加がある場合に,家計のライフサイクルにおいて現在消費に対
(16)各ケース間で,労働所得 ･利子所得 ･消費税収を厳密に全く同一にすることは不可
能である｡なぜならば,各ケース間で賃金率,利子率,総資産,総消費などが異なる
からである｡本稿のシミュレーションにおいては,利子所得税率が内生変数であり,
利子所得税率が初期状態 ･高齢化状態それぞれの各ケース間で同一になることを目安
とした｡この結果,それぞれの状態において,各ケース間での労働所得 ･利子所得 ･
消費税収をほぼ同一にすることができた｡例として,ケースAとA-1の間の設定に
ついて説明する｡低 ･中･高所得層の労働所得税収の比率が現実に近くなるように,
なおかつモデルで内生的に決まる利子所得税率が20%になるように,ケースAでの累
進労働所得税の累進度を表すパラメータα,pの値を調整している｡この結果,ケー
スAの労働所得税収は29.ll,ケースA-1では29.06となった｡税収は58.79であり,
これは税収比0.09%の差異に過ぎないOまた,ケースAとA-1では利子所得税率 ･
消費税率は同一であるが,利子率,総資産,総消費などが異なっており,厳密には利
子所得税収 ･消費税収も若干異なる｡但し,これらは軽視し得る差異であると考えら
れる｡消費税収の差異をみると,ケースAでの消費税収は19,72,ケースA-1では19.69
であり,両者の差異は税収比0.05%だけである｡(なお,ケースA-2の消費税収は19.74
である｡)ゆえに,低 ･中･高所得層それぞれの消費額を比較すれば,確かに両ケース
間に差異は認められるが,総消費に大差は無く,消費税収ではさらにその差は微々た
るものに過ぎない｡また,利子所得税収に関しても,総資産の差の最も大きいケース
A-1とA-2との差異でも,税収比0.4%に過ぎない｡従って,これらの差異は無視
しても,分析結果の本質にはほとんど影響がないと考えられる｡なお,累進消費税の
導入のケースについても,同様の設定を行っている0
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する将来消費の相対価格を高める効果である｡そこで,累進労働所得税 ･累
進消費税の経済効果を厳密に検証するために,付加的に次の4ケースを設定
した｡すなわち,ケースA･A-2･B･B-2に関して,それぞれの税に
ついてこれらの家計のライフサイクルに関わる効果を排除したケース
(A*･A-2*･B*･B-2*)を設定した｡
i)ケースA (基準ケース) :
初期定常状態 (1990年)において,累進労働所得税を適用し,消費税率が
5%の下で,利子所得税率が20%となるように設定した｡
i)ケースA-1:
ケースAにおいて,ケースAの労働所得税収と同一になるように,比例的
労働所得税に移行する(17)｡仝税体系について比例税を適用するケース｡
ii)ケースA-2:
ケースA-1において,ケースA-1の消費税収と同一になるように,累
進消費税を導入する｡
iv)ケースB:
高齢化定常状態 (2025年)において,累進労働所得税を適用し,消費税率
が5%のケースO初期状態 (ケースA)から高齢化状態への移行に伴う負担
の増加を利子所得税で賄った結果,利子所得税率が34%となった｡
Ⅴ)ケースB-1:
ケースBにおいて,ケースBの労働所得税収と同一になるように,比例的
労働所得税に移行する｡仝税体系について比例税を適用するケース｡
vi)ケースB-2:
ケースB-1において,ケースB-1の消費税収と同一になるように,累
進消費税を導入する｡
(17)比例的労働所得税率については,わが国の1990年の平均所得税率 (-個人所得税収
の対GDP比率)が8.4% (但し,これには利子所得も含まれている｡)であることから
7%に設定した｡参考までに,Kato(1994)では6.5%に設定されている｡
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表1)累進労働所得税 ･比例税 ･累進消費税の効果 (初期定常状態での比較)
ケース A A-1 A-2 A* A-2*
生命表 1990年 1990年 1990年 1990年 1990年
人口成長率 1% 1% 1% 1% 1%
労働所得税率 *革進税率(岩≡呂霊10, *7% *7% (低) *3%中 5高 9 *7%
消費税率 *5% *5% *累進税率(ap=0..OT.8 *5% (低)*2.05%中 358高 6 0
利子所得税率 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%
K/L 3.03 2.98 3.06 2.98 2.98
Y/L 1.ll 1.ll 1.ll 1.ll 1.ll
K/Y 2.72 2.68 2.74 2.68 2.68
利子率 3.9% 4.0% 3.8% 4.0% 4,0%
賃金率 0.993 0.989 0.994 0.989 0.989
年金保険料率 19.1% 19.1% 19.1% 19.1% 19.1%
資産 (低) 208.0 178.3 177.8 208.3 178.3
資産 (中) 389.7 356.6 361.3 386.6 356.6
資産 (高) 674.0 713.3 743.3 653.3 713.3
総資産 1271.7 1248.2 1282.4 1248.2 1248.2
総生産 466.2 465.3 466.7 465.3 465.3
効用 (低) -49.68 -60.81 -54.00 -49.79 -54.26
効用 (中) -3.42 -3.80 -3.57 -3.43 -3.60
効用 (高) -0.26 -0ー24 -0.25 -0.26 -0.25
注)税率の前の*は税収に関して外生変数として与えたことを示す｡
低 .中 .高所得層の資産比率
(ケースA) 初期定常状態 :累進労働所得税の適用 16.4%:30.6%:53.0%
(ケースA-1)初期定常状態 :仝税体系が比例税 14.3%:28.6%:57.1%
(ケースA-2)初期定常状態 :累進消費税の導入 13.9%:28.2%:57.9%
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表2)累進労働所得税 ･比例税 ･累進消費税の効果 (高齢化定常状態での比較)
ケース B B-1 B-2 B* B-2*
生命表 2025年 2025年 2025年 2025年 2025年
人口成長率 0% 0% 0% 0% 0%
労働所得税率 *累進税率(岩≡n.831., *7% *7% (低) *3%中 5高 9 *7%
消費税率 *5% *5% *累進税率(pa=.0.32;4 *5% (低)*2.05%中 358高 6 0
利子所得税率 34.0% 34.0% 34.0% 34.0% 34.0%
K/L 2.60 2.55 2.63 2.55 2.55
Y/L 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09
K/Y 2.37 2.33 2.39 2.33 2.33
利子率 4.9% 5.0% 4.8% 5.0% 5.0%
賃金率 0.964 0.961 0.966 0.961 0.961
年金保険料率 30.3% 30.3% 30.3% 30.3% 30.3%
資産 (低) 170.7 135.7 134.0 171.7 135.7
資産 (中) 309.0 271.5 273.9 307.5 271.5
資産 (高) 488.0 542.9 569.9 470.9 542.9
総資産 967.7 950.1 977.8 950.1 950.1
総生産 407.0 406.1 407.5 406.1 406.1
効用 (低) -96.41 -123.33 -109.10 -96.85 -110.04
効用 (中) -6.75 -7.71 -7.18 -6.82 -7.30
効用 (高) -0.54 -0.48 -0.49 -0.55 -0.51
注)税率の前の*は税収に関して外生変数として与えたことを示す｡
低 .中 .高所得層の資産比率
(ケースB) 高齢化定常状態 '.累進労働所得税の適用 17.7%:31.9%:50.4%
(ケ-スB-1)高齢化定常状態 :全税体系が比例税 14.3%:28.6%:57.1%
(ケースB-2)高齢化定常状態 :累進消費税の導入 13.7%:28.0%:58.3%
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vi)ケースA*:
累進労働所得税の適用されたケースAにおける労働所得税の,低 ･中 ･高
所得層の税負担比率と同一になるように,それぞれの所得層に対しては,労
働所得税について一定の比例税率を適用する｡低 ･中 ･高所得層それぞれの
労働所得税率は,3%･5%･9%が適用される｡
vh)ケースA12*:
累進消費税の導入されたケースA-2における消費税の,低 ･中 ･高所得
層の税負担比率と同一になるように,それぞれの所得層に対しては,消費税
について一定の比例税率を適用する｡低 ･中 ･高所得層それぞれの消費税率
は,2.05%･3.58%･6.50%が適用される｡
ix)ケースB*:
累進労働所得税の通用されたケースBにおける労働所得税の,低 ･中･高
所得層の税負担比率と同一になるように,それぞれの所得層に対しては,労
働所得税について一定の比例税率を適用する｡低 ･中 ･高所得層それぞれの
労働所得税率は,3%･5%･9%が適用される｡
Ⅹ)ケースB-2*:
累進消費税の導入されたケースB-2における消費税の,低 ･中･高所得
層の税負担比率と同一になるように,それぞれの所得層に対しては,消費税
について一定の比例税率を適用する｡低 ･中･高所得層それぞれの消費税率
は,2.05%･3.58%･6.50%が適用される｡
(3) パラメータの特定化
本稿では現実の日本経済を念浜に置いているので,初期状態 (1990年)の
基準ケース (A)のシミュレーション結果として得られる資本所得比率 ･資
本労働比率などの経済諸変数の値が1990年の現実値により近くなるように,
以下のようにパラメータの設定がなされている(18)｡
まず,生存確率pSのデータは厚生省人口問題研究所の 『日本の将来推計
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人口 (平成4年9月推計)』の男女年齢各歳別将来生命表の1990年と2025年
のデータを利用し,男女の平均値を用いている.また,人口成長率nにつ
いては,初期状態 (1990年)では1%,高齢化状態 (2025年)では0%と仮
定した｡21歳以上の人口に対する老年人口 (65歳以上人口)の比率が,高齢
化状態 (2025年)において,この厚生省のデータによると32.8%であるのに
対して,シミュレーションでは29.9%である｡これは,本稿での人口構成の
設定が,ほぼ現実に近いことを示唆している｡なお,t期に新たに意思決定
主体として参入する家計の総数Ntについては,初期状態では1.5,高齢化
状態では1.084とした｡さらに,退職年齢を60歳 (1W-40)･年金支給開始
年齢 を65歳 (sT=45)･標準報酬年額 に対 す る年 金給 付 率 を65%
(0-0.65)と仮定した(19)o
次に,低 ･中 ･高所得層の労働効率の比率の設定について説明を行う｡
『第119回 国税庁統計年報書 (平成5年度版)』(国税庁)における源泉所得
税の給与総額の構成比は,低 ･中･高所得層について14.2%:28.4%:
57.4%であり,ほぼ0.5:1:2と考えることができる｡そこで,労働の効
パラメータの値
時間選好率 ∂ニー0.025
異時点間の代替の弾力性 7-0.2
生産要素間の代替の弾力性 J=0.6
生産のウエイト.パラメータ E=0.2
生産の規模パラメータ β =0.942
(18)パラメータの設定に当たっては,主に跡田･加藤 (1993)および本間他 (1987b)
を参考にした｡基準ケース (A)での利子率は3.9%,賃金率は約1 (0.993)となっ
ている｡また,政府部門において,定常状態の分析であることから簡単化のために,
と設定したOなお,Hayakawa他 (1995)では,合衆国に関する分析ではあるが,開放
経済の下で公債の存在を仮定し,その経済効果の分析が行われている｡
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率性の比率を0.5:1:2と仮定し,xP-0.5･xw-2とした.(この設定の
詳細な説明については,〔AppendixB〕を参照のこと｡)3所得層の納税額の
構成比は6.8% :17.8% :75.4%であり,累進労働所得税を適用するケース
では,シミュレーション結果として得られる3所得層の労働所得税収の構成
比が,この比率とほぼ同一になるように労働所得税の累進度を設定した｡比
較の観点から,累進消費税を導入するケースについても,シミュレーション
結果として得られる3所得層の消費税収の構成比が,この比率とほぼ同一に
なるように消費税の累進度を設定した2`0)｡この結果,累進度を表すパラメー
タα,βの値は,初期状態においては,累進労働所得税の場合α-0.01･
β-0.03107,累進消費税の場合 α-0.0048･β-0.0348となった｡また,
高齢化状態においては,累進労働所得税の場合α-0.01･β-0.03172,累
進消費税の場合α-0.0054･β-0.039となった｡
(19)標準報酬年額に対する年金給付率のパラメータに関して,跡田･加藤 (1993)では
65%,Kato(1994)では68%に設定されている｡年金給付率を外生変数として内生変
数である年金保険料率が決定されるが,本稿では年金給付率を65%に設定している理
由について次に述べるO初期状態において年金給付率が65%の下で,シミュレーショ
ンの結果として年金保険料率が19.1%となる｡これは実際の1990年の厚生年金保険料
率 (14.3%)よりも高いが,その後厚生年金保険料率は段階的に引き上げられ,1996
年10月には17.35%に改正されることを考慮すると,許容範囲内の数値と考えられる｡
年金給付率を65%よりも高くすると,年金保険料率が高くなり過ぎることから,本稿
での設定は,これらのバランスを掛酌したものとなっている｡
(20)累進労働所得税と累進消費税の比較を厳密に行うためには,ケース分けに際し累進
度を同一に保つ必要がある｡本稿では,労働所得税収と消費税収が同一のもとで,
低 ･中 ･高所得層の累進労働所得税,累進消費税それぞれの税収比が,ケース間で等
しくなるようなケース分けを行ったが,税収全体での累進度を同一にするようなケー
ス分けも考えられる｡本稿のケース分けでは,労働所得税収のほうが消費税収よりも
大きく,税収全体での累進度では,累進消費税のケースのほうが累進度が小さい｡そ
こで,累進消費税のケースA-2･B-2において,累進度を高め税収全体での累進
度を同一にしたケースについてもシミュレーションを行ったが,本稿での分析結果と
定性的に同じ結果が得られた｡但し,この場合には,累進消費税の所得再分配効果が
より大きく,資本蓄積増加効果もより大きくなる方向にシミュレーション結果が修正
されることになる｡
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以上のような手法に基づいて,各ケースについてシミュレーションを行っ
た｡その結果と解釈については,次節で述べることにする｡
Ⅳ.シミュレーション結果
本節では,まず本稿と同様の手法を用いて累進課税の経済効果を分析した
先行研究,AuerbachandKotlikoff(1983b)･(1987)のサーベイを簡単に行
う｡次に,シミュレーション結果とその解釈について述べ,さらに政策的イ
ンプリケーションを示すことにする｡
本稿の目的の一つは,累進労働所得税 .累進消費税の経済効果を定量的に
分析することである｡そこで,先行研究であるAlユerbachandKotlikof(1983
b)･(1987)について整理しておく｡これら2つの研究では共に,寿命の確
実性を仮定した55世代重複モデルによる分析が行われており,世代間移転
(遺産)は導入されていない｡
Auerbach他 (1983b)では,所得に差異を持つPoor･Median･Wea】thyの
3人の代表的家計が導入されている｡所得の差異は,労働の効率性の差異に
基づくものであり,その比率は0.5:1:1.5と仮定されている｡また,労働
供給の非弾力性の仮定が置かれている｡ここで得られた結果は,比例税から
累進課税への移行に伴い,資本ストックが減少して効率性の損失が生じ,公
平性との間でトレード･オフの関係にあるということである｡
Auerbach他 (1987)では,より厳密に累進課税の経済効果を分析するた
捌 こ,1人の代表的家計による分析を行い,労働供給の弾力性を仮定してい
る｡1人の代表的家計による分析ではあるが,累進課税は,次のような形で
導入されている｡各々の時点には,年齢のみに差異を持つ55の世代の代表的
家計が存在している｡年齢が異なることにより,労働の効率性の尺度のプロ
ファイルesに従って,それぞれの代表的家計の所得も異なる｡この所得の
差異に対して累進税率を適用することによって,累進課税の導入を図ってい
- 24 -
労働異質性と高齢化社会における税制改革 25
る｡また,累進課税の労働供給に対する影響の分析も行っている｡ここで得
られた結果は,比例税から累進課税への移行に伴い,資本ストック･労働供
給 ･国民所得がいずれも減少するということである｡比例税の下では,消費
税で全税収を賄う方が,労働所得税で仝税収を賄うよりも資本ストックは大
きい｡累進労働所得税 ･累進消費税に移行すると,いずれの場合にも資本ス
トックは減少するが,その割合は累進労働所得税の方が相対的に大きい｡
従って,累進課税の下では,これら2つの税の資本ストックに与える影響の
格差がさらに拡大することになる｡
(1) シミュレーション結果とその解釈
以下では,シミュレーションの結果とその解釈について説明を行う｡まず
結論を先に提示し,その後に詳細な説明を加えることにする｡本稿の分析結
果から得られる主要な結論は,次の3点a) ･b) ･C)である｡
a)まず,累進労働所得税 ･累進消費税の経済効果について検証する｡累進
消費税の方が,累進労働所得税よりも資本蓄積効果が大きいという結果が
得られた｡第Ⅲ節で述べたように,累進課税には,次の2つの効果が考え
られる｡1つは,低 ･中･高所得層の間の税負担比率を変化させる効果で
ある｡もう1つは,累進労働所得税 ･累進消費税それぞれについての,衣
計のライフサイクルに関わる効果である｡低 ･中 ･高所得層について同一
の効用関数を仮定した場合,累進課税がもたらす効果のうち,前者は総資
産には全く影響を与えず,後者がそれぞれ総資産増加効果をもつことが明
らかとなった｡
b)次に,累進労働所得税 ･累進消費税が,低 ･中 ･高所得層それぞれの資
産に与える影響について検証する｡低所得層と高所得層の資産に与える影
響が,累進労働所得税と累進消費税とでは全く対照的になるという,興味
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深い結果が得られた｡比例税から累進労働所得税への移行を考慮した場合
には,低所得層の資産が増加し,高所得層の資産が減少する｡一方,比例
税から累進消費税への移行を考慮した場合には,累進労働所得税の場合と
は正反対に,低所得層の資産が減少し,高所得層の資産が増加する｡これ
を反映して,比例税から累進労働所得税への移行に伴い,資産格差は大幅
に縮小し,他方,比例税から累進消費税への移行に伴い,資産格差はやや
拡大する結果となった｡
C)最後に,累進労働所得税 ･比例税 ･累進消費税それぞれの仮定の下で,
人口の高齢化が,低 ･中 ･高所得層の資産格差に与える影響について述べ
る｡累進労働所得税の下では,高齢化は資産格差を大幅に縮小させる｡仝
税体系が比例税の仮定の下では,高齢化は資産格差に全く影響を与えな
い｡累進消費税の仮定の下では,累進労働所得税の場合とは対照的に,高
齢化は資産格差をやや拡大させる｡
これらの結論について,以下ではi･i･iiに分けて解説する｡
i)まず,初期定常状態における,累進労働所得税 ･比例税 ･累進消費税の
比較を行う｡(表1を参照のこと)
1)累進労働所得税の影響について (ケースAとA-1の比較)
累進労働所得税の適用された場合が初期状態の基準ケ-スAであり,比例
的労働所得税を導入した場合,つまり仝税体系が比例税のケースがA-1で
ある｡累進労働所得税の効果を検証するためにケースA-1からAへの移行
を考慮すると,累進労働所得税は,低所得層の税負担額を減少させ,高所得
層の税負担額を増加させる｡これに伴う各所得層の課税後労働所得の変化を
反映して,低所得層の資産は増加し (178.3-208.0),高所得層の資産は減
少する (713.3-674.0)｡効用水準でも,低所得層の効用は上昇し (-60.81
--49.68),高所得層の効用は低下する (-0.24--0.26).
- 26-
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-万,累進労働所得税は,年功賃金プロファイルの下で,家計の課税後労
働所得のライフサイクルにおけるパターンを変化させる｡ケースAからこの
変化を取り除いたケースがA*である｡ケースA*では,累進労働所得税を適
用したときの低 ･中 .高所得層の間の労働所得税の税負担比率と同一になる
ように,それぞれの所得層に対しては,労働所得税について別個に比例税率
が適用される｡このため,ケースA*では,課税後労働所得のパターンは変
化せず,比例的労働所得税の場合と同一であるoケースA*では,総資産は
1248.2となり,比例税のケース (A-1)と同一になる｡この結果は,低 ･
中 ･高所得層の間の労働所得税の負担比率の変化は,総資産には全く影響を
与えないことを示している｡累進労働所得税の導入に伴う,課税後労働所得
のライフサイクルにおけるパターンの変化が,資産を増加させる効果を持
つ｡また,その効果は,累進課税の特性により,この変化が大きい高所得層
ほど定量的に大きくなる｡
次に,累進労働所得税のもつ,このような課税後労働所得のパターンの変
化を通じた,資産を増加させる効果について検討する｡大まかにみて課税後
労働所得のパターンは山型であり,それと比べると消費プロファイルは緩や
かである｡基本的にこの差を埋めるため,家計は若年期に借り入れを行い,
壮年期に貯蓄を行う｡比例税から累進労働所得税への移行を考慮すると,課
税後労働所得のパターンが緩やかになる｡従って,累進労働所得税の導入に
より,課税後労働所得のパターンがより消費プロファイルの形状に近づくこ
とにより,主に若年期の借り入れが減少し,資産の増加がもたらされると考
えられる｡ケースAとA*とで資産プロファイルの形状を比較すると,累進
労働所得税の適用されたケースAでは,若年期の借り入れが顕著に減少して
いる｡(図1を参照のこと)従って,主に若年期の借 り入れの減少が原因と
なって,資産が増加すると考えられる｡
2)累進消費税の影響について (ケースA-1とA-2の比較)
初期状態における仝税体系が比例税のケース (A-1)に,累進消費税を
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図1 ケースAとケースA辞の資産プロファイルの比較 (高所得層)
導入したケースがA-2である｡累進消費税も,累進労働所得税と同様に,
低所得層の税負担額を減少させ,高所得層の税負担額を増加させる｡これを
反映して効用水準でも,低所得層の効用は上昇し (-60.81--54.00),高
所得層の効用は低下する (-0.24--0.25)｡累進労働所得税の場合と比較
して,低所得層の効用は′トさく,高所得層の効用は大きい｡従って,効用水
準の観点からは,累進消費税は相対的に低所得層にとって不利で,高所得層
にとって有利な税制だと言える｡低所得層の資産は,税負担の減少にもかか
わらずやや減少する (178.3-177.8)｡高所得層の資産は,税負担の増加に
もかかわらず,顕著に増加している (713.3-743.3)｡これらは共に,累進
労働所得税の場合とは対照的な結果である｡また,累進消費税の資本蓄積効
果は,とりわけ高所得層に顕著に現れている｡
低所得層と高所得層の資産に与える影響が,累進労働所得税の場合とは全
く対照的になっていることは,注目に値する｡これを反映して低 ･中 ･高所
得層の資産比率も,累進労働所得税の下では16.4%:30.6%:53.0% (ケ一
一 28-
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スA)であるが,･累進消費税を導入 した場合は13.9%:28.2%:57.9%
(ケースA-2)となる｡この理由として,累進労働所得税の場合には,低
所得層については労働所得税の税負担が軽減され課税後労働所得が増加する
ため,消費 ･資産も増加すると考えられる｡高所得層については,逆に,労
働所得税の税負担が増加し課税後労働所得が減少するため,消費 ･資産も減
少すると考えられる｡
累進消費税の導入の場合に,まず低所得層の資産が,消費税の税負担の減
少にもかかわらず,減少している理由について考察する｡低所得層に対する
消費税率はライフサイクル全体で1.5-2.4%の範囲内にあり (ケースA-
2),累進性の影響が小さく,累進消費税のもつ資産を増加させる効果は比
較的小さいと考えられる｡この効果よりもむしろ,利子率の低下に伴う(4.0%
-3.8%),将来消費から現在消費への代替が相対的に大きく働いたことに起
因すると考えられる｡次に,高所得層の資産が,消費税の税負担の増加にも
かかわらず増加する理由を述べる｡これは,低所得層と比較して高所得層に
ついては,累進消費税のもつ資産増加効果 (この効果については後述)が,
累進課税の特性により強く現れるためであると考えられる｡累進消費税の導
入により,低所得層の消費税率は1.5-2.4%の幅であるのに対して,高所得
層の消費税率は4.4-8.00/.の大きな幅をもつため (ケースA-2),累進性
の影響が大きいと考えられる｡従って,累進課税の特性により,相対的に強
く高所得層に資産増加効果が現れるので,累進消費税の導入にもかかわら
ず,所得再分配効果が弱められる結果となっている｡
累進労働所得税のほうが累進消費税よりも所得再分配効果が大きいとの結
果が得られたが,この理由として次のように考えられる｡累進労働所得税の
場合には労働所得税に対して累進課税が適用されるが,家計にとって年齢-
労働所得プロファイルは所与である｡このために,直接的に累進課税のもつ
所得再分配効果が働くものと考えられる｡一方,累進消費税の場合には,令
期の消費に対して累進課税が適用されるが,家計にとって各期の消費は制御
-29-
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可能な変数である｡累進消費税の下では,ある期の消費が高くなる場合に
は,限界的な消費のコストが高くなる｡この場合に家計はより消費の小さい
期にその限界的な消費を移行することも可能である｡つまり,累進消費税の
場合には,家計には,累進的に高くなる消費税率を回避する余地が残されて
いる｡累進労働所得税のほうが累進消費税よりも所得再分配効果が大きい理
由の一つとして,この点を考えることができる｡
次に,累進消費税のもつ資産増加効果について検討する｡累進消費税は,
加齢に伴う消費額の増加がある場合に,家計のライフサイクルにおいて消費
額に応じて異なる消費税率を通用する｡ケースA-2から,この効果を取り
除いたケースがA-2*であり,それぞれの所得層には個別に比例的消費税
率が適用される｡ケースA-2とA-2*とで消費プロファイルの形状を比
較すると,消費額に応じて税込みの消費財価格の変化を伴うケースA-2の
場合は,頂上が低くなだらかな形状になる｡(図2を参照のこと｡)また,
ケースA-2*では総資産は1248.2となり,比例税のケース (A-1)と同
図2 ケースA-2とケースA-2*の消費プロファイルの比較 (高所得層)
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-になる｡この結果より,低 ･中 ･高所得層の間の消費税の負担比率の変化
は,総資産には全く影響を与えないことが示唆される｡累進消費税の導入に
伴って,家計のライフサイクルにおいて消費額に応じて異なる消費税率が適
用されることが,資産を増加させる効果をもつ｡
この効果が顕著に表れている高所得層を例にとると,所得の小さい若年期
の消費税率はケースA-2*よりもA-2のほうが低く,若年期の借 り入れ
の減少が,資産の増加の一因と考えられる｡例えばケースA-2での初期消
費の付近では,消費税率が4.8%であり相対的に低い値となっている｡図3
を参照すると,累進消費税の導入に伴う税込みの消費財価格の変化は,個人
の就業期の資産を上方にシフトさせることが示されている｡このように,戟
業期の資産プロファイルが上方にシフトし,累進労働所得税の場合とは対照
的に,資産プロファイルの頂上 (60歳前後)も高くなる｡これは,その後
(80歳前後)に消費プロファイルの頂上をもつので,将来に累進性により消
費税率が高くなることに備えて資産を蓄えていると考えられる｡つまり,潤
費プロファイルは基本的に右上がりであり,消費は加齢に伴い増加するた
め,累進消費税の下では,年齢の経過と共に消費税負担が逓増的に増加する
ことになる｡将来の税負担に備えて累進消費税の下では,家計はより多くの
資産を,主に就業期に蓄えると考えられる｡この結果,ケースAの総資産は
1271.7,ケースA-2の総資産は1282.4となり,累進消費税の方が累進労働
所得税よりも資本蓄積効果が大きいという,Auerbach他 (1987)と同様の
結果が導出されたものと考えられる｡
i)次に,高齢化定常状態における,累進労働所得税 ･比例税 ･累進消費税
の比較を行う｡(表2を参照のこと)
1)累進労働所得税の影響について (ケースBとB-1の比較)
高齢化状態において累進労働所得税の適用された場合がケースBであり,
比例的労働所得税に移行した場合,従って仝税体系が比例税のケースがB-
-3 1-
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1である｡ケースB-1からBへの移行を考慮すると,高齢化状態において
も累進労働所得税の導入により,低所得層の資産が増加し,高所得層の資産
が減少する｡ケースBから課税後労働所得のパターンの変化を取り除いた
ケースがB水である｡総資産は950.1となり,比例税のケース (B-1)と同
一になる｡初期状態の場合と同様に,総資産の増加は,年功賃金プロファイ
ルの下で,家計の課税後労働所得のライフサイクルにおけるパターンの変化
に起因し,低 ･中･高所得層の間の労働所得税の負担比率の変化は,総資産
には全く影響を与えない｡
2)累進消費税の影響について (ケースB-1とB-2の比較)
高齢化状態において,累進消費税の導入された場合がケースB-2であ
る｡ケースB-1からB-2への移行を考慮すると,高齢化状態においても
累進消費税の導入により,低所得層の資産が減少し,高所得層の資産が増加
するoケースB-2から,消費の変化に伴う税込みの消費財価格の変化を取
り除いたケースがB-2*である｡総資産は950.1となり,全税体系が比例税
図3 ケースA-2とケースA-2*の資産プロファイルの比較 (高所得層)
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のケース (B-1)と同一になるo初期状態の場合と同様に,総資産の増加
は,加齢に伴う消費額の増加がある場合に,家計のライフサイクルにおいて
消費額に応じて異なる消費税率が適用されることに起因し,低 ･中 ･高所得
層の間の消費税の負担比率の変化は,総資産には全く影響を与えない｡
ii)最後に,累進労働所得税 ･比例税 ･累進消費税それぞれの場合に,人口
の高齢化が,低 ･中･高所得層の資産格差に与える影響について述べる｡
(表1･表2の下表を参照のこと)
まず,累進労働所得税 ･累進消費税が低 ･高所得層の資産に与える影響に
ついて,初期状態 ･高齢化状態での比較を行う｡累進労働所得税の導入に伴
い,初期状態において低 ･高所得層の資産は,16.7%増 (178.3-208.0)･
5.5%減 (713.3-674.0)である｡他方,高齢化状態においては累進労働所
得税の導入に伴い,低 ･高所得層の資産は,25.8%増(135.7-170.7)･10.1%
減 (542.9-488.0)である｡このように相対的に高齢化状態では,累進労働
所得税がそれぞれの所得層の資産に与える影響が定量的に拡大しており,罪
進度を高めた場合と同様の影響が観られる｡
一方,累進消費税の導入に伴い,初期状態において低 ･高所得層の資産
は,0.30/.減 (178.3-177.8)･4.20/o増 (713.3-743.3)である.他方,高
齢化状態においては累進消費税の導入に伴い,低 ･高所得層の資産は,1.3%
減 (135.7-134.0)･5.0%増 (542.9一569.9)である｡累進消費税の場合に
ち,相対的に高齢化状態では,累進消費税がそれぞれの所得層の資産に与え
る影響が定量的に拡大しており,累進度を高めた場合と同様の影響が観られ
る｡
従って,初期状態と比較して高齢化状態では,累進労働所得税 ･累進消費
税が低 ･高所得層の資産に与える影響が,共に定量的に拡大している｡これ
を反映して,高齢化状態において低 ･中･高所得層の資産比率は,累進労働
所得税の下では17.7%:31.9%:50.4%,累進消費税を導入した場合には
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13.7%:28.0%:58.3%となり,資産格差に与える影響が定量的に拡大して
いる｡累進労働所得税の適用により資産格差は大幅に縮小し,一方,累進消
費税の導入により資産格差はやや拡大する｡この点で,初期状態での結果と
定性的には同様の結果が得られたが,その影響は,初期状態の場合と比較し
て,高齢化状態では定量的に大きくなっている｡
この理由として,次のように考えることができる｡初期状態と高齢化状態
での消費 ･資産プロファイルの比較を行うと,高齢化状態での消費プロファ
イルは相対的に高齢期の消費水準が高い｡これを反映して,高齢化状態では
高齢期でも相対的に高い水準の資産が維持されている｡これは,高齢化状態
では期待生存確率が上昇するので,将来の消費に備えて資産の絶対量が増加
することを示している｡この結果,高齢化状態においては,累進労働所得
税 ･累進消費税の資産に対する影響が増幅し,資産格差-の影響が相対的に
大きくなるものと考えられる｡
次に,累進労働所得税 ･比例税 ･累進消費税それぞれの税制の下で,人口
の高齢化が資産格差に及ぼす影響について考察する｡
l)累進労働所得税の下での.高齢化の影響について (ケースAとBの比
較)
累進労働所得税の下では,高齢化の影響によって16.4%:30.6%:53.0%
(ケースA)から17.7%:31.90/.:50.4% (ケースB)へと資産格差が大幅
に縮小する｡ケースA (基準ケース)は,現実に近い累進度の累進労働所得
税が適用されており,言わば,現在の日本の現実の描写である｡この状態に
人口の年齢構成のみの変更を加えたケース,すなわち,高齢化という要因の
みを付加したケースがBだと考えられる｡従って,現行の税制のままで,高
齢化社会を迎えると,高齢化の影響によって資産格差は縮小すると考えられ
る｡
2)全税体系が比例税の仮定の下での,高齢化の影響について (ケースA-
1とB-1の比較)
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比例税の仮定の下では,初期状態 ･高齢化状態の両方の場合に,3所得層
の労働の効率性の比率 (0.5:1:2)を反映して,資産比率は14.3%:
28.60/o:57.10/o(ケースA-1･B-1)となる｡従って,比例税が仮定さ
れた場合には,高齢化により資産格差は全く影響を受けないと考えられる｡
3)累進消費税の仮定の下での,高齢化の影響について (ケースA-2と
B-2の比較)
累進消費税の仮定の下では,高齢化により13.9%:28.2%:57.9% (ケー
スA-2)から13.7%:28.0%:58.3% (ケースB-2)へと資産格差はや
や拡大する｡累進労働所得税の場合とは対照的に,累進消費税の場合には,
高齢化は資産格差を拡大させると考えられる｡
(2) 留意すべき点
次に,本稿のシミュレーション結果の解釈に当たって,幾つかの注意すべ
き点について述べる｡まず第1に,本稿のシミュレーション結果において累
進課税の導入に伴い,直観に反して総資産が増加する結果となった理由につ
いて考察を行う｡本稿では,労働供給の非弾力性を仮定しているが,もし弾
力的であれば累進課税の導入に伴い労働供給が減少し,大幅に総資産を減少
させる効果が働く｡そこで,外生的に労働供給の減少を仮定して感度分析を
行った結果,労働供給の弾力性を仮定したAuerbach他 (1987)での労働供
給の減少率よりも低い減少率の下で,本稿のシミュレーション結果において
も総資産が減少することが示された｡これは,本稿の分析の正当性を,間接
的に証明するものと考えられる｡(詳細については,〔AppendixC〕を参照の
こと｡)なお,本稿の分析の主眼はあくまでも累進労働所得税 ･比例税 ･累
進消費税の経済効果の相対的な比較にあるため,労働供給の非弾力性の仮定
は本質的な問題ではない｡肝要なのは,本稿でのシミュレーション結果が,
労働供給の非弾力性の仮定の下で得られた結果であることを充分に留意した
上で,結果の解釈を行うことである｡
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第2に,本稿では,低 ･中･高所得層について同一の効用関数を仮定して
いる｡ところが,低所得層の時間選好率は,相対的に高所得層の時間選好率
よりも高いことを示唆する実証研究が存在する｡(Hausman(1979),Lawrence
(1986)など)もし低 ･中 ･高所得層の時間選好率にこのような差異が存在
すれば,累進労働所得税の導入に伴い高所得層の税負担が増加すると,総資
産を減少させる効果が働く｡そこで,それぞれの所得層の時間選好率に差異
を設定してシミュレーションを行った｡また,異時点間の代替の弾力性に関
しても,その資本蓄積に対する影響の大きさを鑑み,3所得層の間で差異を
設定してシミュレーションを試みた｡(詳細については 〔AppendixD〕を参
照のこと｡)
第3に,シミュレーション結果は,与えられたパラメータの値に強く依存
する｡このために,結果の解釈には,十分な注意が必要である｡(パラメー
タの感度分析については,〔AppendixE〕を参照のこと｡)以上の点を十分に
踏まえた上で,今後の高齢化社会の到来に向けた,累進課税を含めた税制の
選択に関して,本稿は一定の政策的含意を持つものと考えられる｡
(3)政策的インプリケーション
最後に,本稿の分析結果のもつ,政策的インプリケーションについて検討
する｡税制について議論するためには,次の2点に関してわが国の現状を正
確に把握することが出発点となる｡1つは,高齢化社会への移行において,
わが国の資本ストックが不足する状況にあるのか,あるいは過剰な状況にあ
るのかを正確に見極めることである｡もう1つは,本稿では労働効率の差異
に基づく資産格差に焦点を当てた分析を行ったが,世代内公平性の観点から
このような資産格差をわが国では,どの程度是正すべきであるのかを認識す
ることである｡
シミュレーション結果によると,例えば初期状態 (ケースA)の資本 ･労
働比率 (K/L)は3.03であるが,高齢化状態 (ケースB)では2.60に低下
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しており,高齢化に伴い資本ストックが大幅に減少している｡従って,高齢
化社会は,現在と比較して資本ストックが小さくなる社会だと考えられる｡
この点を考慮すると,累進消費税のほうが累進労働所得税よりも資本蓄積効
果が大きいことから,効率性の観点からは,累進消費税のほうが望ましいと
言える｡一方,累進労働所得税は資産格差を大幅に縮小し,高齢化社会にお
いてはさらにその格差を縮小する｡これとは対照的に,累進消費税は,元々
存在する資産格差をやや拡大し,高齢化社会においてはさらにその格差を拡
大するO従って,世代内公平性の観点からは,累進労働所得税のほうが累進
消費税よりも望ましいと言える｡
次に,社会的厚生関数を用いて,累進労働所得税 ･累進消費税の比較を行
うことにする｡ここでは,3所得層の効用の単純合計を社会的厚生として用
いることにし,ベンサム型の社会的厚生関数を採用する(21)｡この場合,重複
して存在する世代の総計を求めて社会全体での厚生を用いて比較する必要は
なく,1世代で代表することができ,各ケース間での大小関係を比較するこ
とが目的であり,3所得層の効用の合計値で比較すれば十分である｡初期状
態においては,社会的厚生の高い順に,累進労働所得税を適用したケース
(21)本稿で採用している効用関数の特性について説明すると,効用関数はマイナスの値
をとり,絶対値の小さいほうが効用水準が高くなる｡消費が増加し効用水準が高くな
るにつれて,0という上限に徐々に近づいていき,数値上の増加幅が小さくなる｡消
費の小さな段階から1単位消費が変化したときの効用の数値上での変化は,消費の大
きな段階から1単位消費が変化したときの効用の数値上での変化よりも,はるかに大
きい｡累進課税が適用された場合には,低所得層の税負担が軽減され高所得層の税負
担が増加することにより,低所得層の効用が改善し,高所得層の効用が低下する｡こ
のとき,効用関数上の性質により,低所得層の効用改善の数値上での変化幅は著しく
大きく,一方,高所得層の効用悪化の数値上での変化幅は極めて小さい｡このた
め,3所得層の効用の単純合計で社会的厚生を評価すると,低所得層の効用の変化に
高いウェイトを付与した格好になっている｡低所得層の効用の改善が少しでもあれ
ば,それが社会的厚生関数の数値上の変化の大部分を支配することになる｡このよう
な性質を十分に踏まえた上で,本稿で採用している社会的厚生関数についての解釈を
行うことが肝要である｡
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(A)(-53.36),累進消費税を導入したケース (A-2)(-57.82),仝税
体系が比例税のケース (A-1)(-64.85)となった｡なお,高齢化状態に
おいても,同様の結果が得られた｡従って,比例税よりも累進課税のほうが
社会的厚生が高く,累進課税の中では,累進労働所得税のほうが累進消費税
よりも社会的厚生が高いという結果となった｡このように社会的厚生関数の
観点から,累進労働所得税の累進消費税に対する優位性が示唆されることに
なった｡
以上より,効率性の観点からは累進消費税の方が望ましく,世代内公平
性 ･社会的厚生の観点からは累進労働所得税の方が望ましいと考えられる｡
これら2つの税の特徴を十分に把捉した上で,効率性 ･公平性の両方の観点
から,適切な税制が選択されなければならない｡その基準としては,上述の
2点の現状認識のうち,わが国にとってどちらのほうがどの程度重要である
のかに依存する｡前者のほうが重要性が高ければ,基本的に累進消費税を採
用すべきである｡但し,累進消費税の資産格差を拡大するというマイナス面
を鑑み,むしろ比例的消費税のほうが推奨されるものと考えられる｡(な
お,岡本 (1996)では,比例的消費税の資本蓄積効果についての分析が行わ
れている｡)また,後者のほうが重要性が高ければ,基本的に累進労働所得
税を採用すべきである｡従って,高齢化社会において不足することが予測さ
れる資本蓄積の促進に関しては,比例的消費税を採用する政策が,また資産
の不平等の緩和に関しては,累進労働所得税を採用する政策が支持されるも
のと考えられる｡これらの政策をうまく組み合わせることが肝要であると言
えよう｡
V.結 論
本稿では,高齢化社会への移行において,累進労働所得税 ･累進消費税な
どの税制の違いが,資本ストックや資産格差などにどのような影響を与える
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かについて,労働の異質性を導入した,拡張されたライフサイクル一般均衡
モデルを用いてシミュレーション分析を行った｡その結果,以下の3つの結
論が得られた｡
まず第1に,本稿でのシミュレーション分析の結果,新たに得られた知見
について述べる｡全税体系が比例税の場合と比較して,累進労働所得税では
加齢に伴い年功賃金が上昇しより多くの労働所得が課税される労働所得パ
ターンの下で,累進消費税では加齢に伴い消費額の増加がある場合より多く
課税される消費パターンの下で,生涯効用を最大化する家計はより多く貯蓄
しようとするために,資産増加効果が生じる可能性があることが示された｡
これは,定量的な違いはあるものの,高齢化社会の場合にも認められる結果
となった｡
第2に,累進労働所得税と累進消費税が,資産格差に与える影響について
述べる｡累進労働所得税の導入は資産格差を大幅に縮小し,逆に,累進消費
税の導入は資産格差をやや拡大する｡これら2つの税が各所得層ごとの資産
に与える影響については,累進労働所得税は低所得層の資産を増加させ,高
所得層の資産を減少させる｡一方,累進消費税は低所得層の資産を減少さ
せ,高所得層の資産を増加させる｡総計では,累進消費税は,累進労働所得
税よりも資本蓄積効果が大きい｡また,累進消費税を導入した場合,とりわ
け高所得層に資産増加効果が顕著に現れるために,所得再分配効果が弱めら
れる結果となっている｡従って,効率性の点では累進消費税が,公平性の点
では累進労働所得税が,それぞれ優位性をもつことが明らかとなった｡
第3に,人口の高齢化が,資産格差に与える影響について述べる｡累進労
働所得税の下では,高齢化は資産格差を大幅に縮小させる｡全税体系を比例
税とした場合には,高齢化は資産格差に全く影響を与えない｡累進消費税を
導入した場合には,高齢化は資産格差をやや拡大する｡また,高齢化社会の
場合には,累進労働所得税 ･累進消費税の導入がそれぞれ資産格差に与える
影響が増幅される｡つまり,累進課税の下では高齢化は,累進度の上昇と走
-39-
40
性的に同様の影響を資産格差に与えることになる｡
最後に,今後に残された課題を述べておく｡まず第1に,本稿での低 ･
中 ･高所得層の3人の代表的家計による分析は,あくまでもそれぞれの所得
層のモデル ･ケースの分析である｡より一般的な,所得の連続分布を仮定し
たモデルへの拡張が望まれる｡第2に,本稿では意図せざる遺産のみを導入
しているが,意図的な遺産もモデルに取り入れる必要がある｡とりわけわが
国においては,戦略的遺産動機の現実妥当性が高いと考えられる｡第3に,
税制の変更は,移行期世代と将来世代とに対して異なった効果を持つので,
定常状態での比較だけではなく移行過程の分析に拡張することが望まれる｡
これらの問題の克服は,今後の課題としたい｡
〔AppemdixA〕
第Ⅲ節での家計の通時的効用最大化問題は,制約式(3)のもとで(2)式を最大化する問題と
して考えることができる｡低 ･中 ･高所得層について,次式のようにラグランジュ関数を
置くoここで,上付き文字 l-P･m･Wは,それぞれ低 .中 ･高所得層を指し示し,また
AFtは予算制約に関するラグランジュ乗数を表す｡
RO
Lz-Uz･∑ 叶 Aい く1･r(1-T,))A:､こ-
･(ト Tw(.)-p)wxLeJ bいaL日 1+Tc(I))C:]
-階の条件を求めると,
aLl
∂C:
aL'
∂AIT+1
爪 (1+軒 … 〈C:トキ-吊 1+T((I)-0
--人二十札.(1十r(1-,)〉=()
(a)式について1期後のものとの比をとり,(b)式を用いて整理すると,
ct･･-[(pf)(LiiT )(璃 ]Tc:
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が得られるQ初期値C;が決定すれば,(6)式よりcs'の時間的経路が定まる.
そこで次に,CIを求めるo各代表的家計に関して,(3)式をS-1, ･,80について逐次代
入していく｡その際,Al-A8--0を用いる｡その結果,
80
∑ (1+,(1-T,)I(J-1'il+Tc(.)]C;
uFZq‖
GS(I+r(1-Tr,)-'5~1'[1- I,-Tp]wx･eJ
8O _29+∑〈1',(1-T,)小 目b,･+くけ ,(.1 ,)) ai(,†=∫r
が得られる｡上式に(6)式から導出される
雄 )〈副 仁土昔耳､~J'cL･ (6,)
を代入して解くと,C.Eの値が求められる｡
lAppendixB]
労働の異質性に関して,本稿では労働効率の比率の差異で捉え,それをクロス.セク
ション･データである給与所得者の3分位階級分けで置き換えている｡具体的には,各3
分位の総給与収入の比率を労働効率の格差として,0.5:1:2をその格差としている｡ま
ず中所得層の各年齢での労働効率を,平均的賃金労働者の賃金プロファイルから求め,そ
れに上記の比率を乗じて3所得層の各年齢での労働効率を求めている0
しかしながら,労働の異質性を問題とする場合には,その格差については,学歴別の労
働効率の格差を考慮することも考えられる｡また,労働効率の格差がどの年齢においても
一定とするのではなく,年齢に応じた格差を考慮すべきであると考えられるoそこで,学
歴別の労働異質性を考慮した場合には,どのような労働効率の格差が存在するのかを検証
するために,『平成6年賃金構造基本統計調査』(1994)を用いて,男子労働者に関して推
計を行ったOなお,学歴別の労働効率の格差を検証する場合には,パート労働の比率の高
い女子労働者は,この目的のためには撹乱要因になると考えられることから,推計に当
たっては男子労働者のみを対象とし,女子労働者を除外した｡推定には,次の回帰式を用
いた｡
Q-ao+a.N+a2N2
但し,Qは時間当たり賃金,Nは年齢であるO勤続年数を説明変数に加えた場合につい
ても推計を行ったが,勤続年数は符号条件を満たさなかったため,説明変数から除外する
ことにした｡推計の結果,中卒,高卒,高専 ･短大卒,大卒の労働者について,それぞれ
図4のような労働の効率性のプロファイルが得られたOなお,わが国では賞与の給与全体
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ao α1 a2
中 卒 -1.30395 0.154854 -0.00167148 S.E.-0.151
(-4.47218) (9.94348) (-9.05842) R2-0.929
高 卒 -2.65000 0.233150 -0.00247704 S.E.-0.264
(-4.13311) (7.20893) (-6.68954) R2-0.881
高専 .短大卒 -4.01562 0.296662 -0.00301519 S.E.-0.275
(-4.49340) (7.06216) (-6.58677) R2-0.892
大 卒 -6.69106 0.428211 -0.00407600 S.E.-0.459
図4 学歴別の年齢一労働効率プロファイル
に占める割合が高いことから,賞与についても時間当たり賃金に含めている｡推定結果
は,次の通りである｡
学歴別の労働効率の格差については,最も格差の大きい中卒と大卒の比較で,しかも最
も格差の大きい年齢においても,その格差は2倍強しかないことが図4に示されている｡
また,それぞれのシェア-は,中卒が15.5%,高卒が51.00/0,高専 ,短大卒が6.5%,大卒
が27.0%であり,シェアーの等しい3人の代表的家計で分析を行う場合には,労働効率の
格差は,さらに小さく設定すべきであることが示唆されている｡また,加齢に伴う労働効
率の格差の変化については,26歳頃まではほとんど差異は無く,その後徐々に格差が開い
ていくことが示されている｡なお,21歳から24歳までは,大卒の労働効率が最も小さく
なっているが,これは大卒の場合には現実には21歳時点で労働所得は無く,20-24歳での
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平均年齢も23.8歳と上方に偏りがあることに起因するものであるO
以上より,学歴別の労働異質性を考慮した場合には,本稿での労働効率の格差の設定よ
りもはるかに格差が小さいこと,また,若年期の格差はそれ以降の年齢と比べてかなり格
差が小さいことが明らかとなった｡従って,本稿での労働効率の格差の設定は,現実と比
較して格差の大きな仮定を置いている可能性がある｡学歴別の労働異質性を考慮すると,
各代表的家計の間の資産格差が小さく,また,若年期の借り入れも,相対的に中卒では小
さく,大卒では大きいものに修正される｡但し,労働異質性を考慮した場合の経済効果の
インプリケーションを得るには本稿の仮定で十分であり,むしろこのような単純な仮定の
ために経済学的インプリケーションを得やすいという利点もあるO 肝要なのは,学歴別の
労働異質性を考慮した場合にはどのような方向に修正が必要となるのかを理解し,それを
踏まえた上で,本稿の仮定に十分注意を払いながらシミュレーション結果の脈釈を行うこ
とである｡
〔AppetldixC〕
本稿のシミュレーション結果では,累進労働所得税 ･累進消費税の導入により総資産が
増加するという,直観とは相容れない結果が得られた｡主要な原因としては,本稿では労
働供給の非弾力性を仮定しているため,累進課税が労働供給に与えるマイナスの影響が捨
象されていることが考えられる｡例えば,労働供給の弾力性を仮定 したAuerbach他
(1987)では,比例税から累進課税への移行に伴い,労働供給が顕著に減少している｡そ
こで,累進課税の導入による労働供給の減少の存在を仮定した場合に,総資産の減少を定
量的に分析することを目的として,外生的に労働供給の減少を仮定することにより感度分
析を行った｡
初期状態において累進労働所得税の影響を検証するために,全て比例税体系のケース
(A-1)から累進労働所得税を適用したケース (A)への移行を考慮したOこの移行に
伴い,ケースA-1での労働供給419.4から410.0に減少する (2.2%の減少)と仮定した
ケース (A-a),400.0に減少する (4.6%の減少)と仮定したケース (A-b)について
調べたoシミュレーション結果によると,ケースA-aの総資産は1242.1,ケースA-b
では1209.7となり,比例税のケース (A-1)の1248.2よりも総資産が減少した｡参考ま
でにAuerbach他 (1987)において,比例的労働所得税から累進労働所得税に移行したケー
スでは (但し,この場合には仝税収を労働所得税のみで賄っている｡),3.8%･5.9%の労
働供給の減少が生じている｡これは,Auerbach他 (1987)での労働供給の減少率よりも低
い減少率の下で,本稿の分析結果においても総資産が減少することを示している｡従っ
て,累進課税が労働供給に与えるマイナスのインセンテイヴを考慮すると,累進課税の適
用に伴う総資産の増減については,ア･プリオリには決定できない｡なお,ケースA-
ケース 労働供給 資産(低) 資産(中) 資産(高) 総資産
A 419,4 208.0 386.7 674.0 1271.7
A-a 410.0 203.8 381.3 657.0 1242.1
A-b 400.0 199.2 372.1 638.4 1209.7
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a･A-bについては,労働供給の減少を外生的に与えていることから,完全な一般均衡
モデルではないことに留意する必要がある｡
〔AppendixD〕
まず,低 ･中 ･高所得層の時間選好率∂に差異を設定した場合に,累進課税の導入に伴
う,総資産の変化について検討した｡本稿では,低 ･中 ･高所得層の時間選好率∂をそれ
ぞれ-0.015.-0.025･-0.035と仮定して,初期状態においてシミュレーションを行っ
た｡ケースA-Cは,初期状態において,この仮定の下士累進労働所得税を適用したケー
スであるoこのケ-スから比例的労働所得税に移行したケースがA-1-C,全税体系が
比例税のケース (A-1-C)に累進消費税を導入したケースがA-2-Cである｡
累進労働所得税の影響を分析するために,ケースA-1-CからA-Cへの移行を考慮
する｡総資産の増加率は,3所得層の時間選好率が同一の下では1.88% (1248.2-
1271.7)であったのに対して,1.47% (1357.2-1377.2)となり縮小しているQこの原因
としては,累進労働所得税の導入により,貯蓄性向の低い低所得層の税負担が軽減され,
貯苗,I知和の高い高所得層の税負担が増加したことが考えられる｡一方,累進消費税の影響
を分析するために,ケースA-1-CからA-2lCへの移行を考慮する｡この場合に
は,累進労働所得税の場合とは対照的な結果が得られた｡累進消費税を導入した場合の総
資産の増加率は,3所得層の時間選好率が同一の下では2.74% (1248.2-1282.4)であっ
たのに対して,3.41% (1357.2-1403.5)となり,大幅に拡大する結果となった｡この原
因としては,累進消費税の資産増加効果は主に高所得層に顕著に働くが,高所得層の時間
選好率が低いため,この効果が増幅したものと考えられる｡
次に,低 ･中 ･高所得層の異時点間の代替の弾力性Tに差異を設定した場合に,累進課
税の導入に伴う,総資産の変化について考察した｡相対的に,低所得層は所得パターンに
かかわらず異時点での消費をなめらかにしようとする選好体系をもつと考えられ,対照的
に,高所得層は所得パターンの変化に応じて異時点での消費を大きく変化させる選好体系
をもつと考えられる｡よって,相対的に低所得層のTは小さく,高所得層の7は大きいと
考えられる｡もし低 ･高所得層の異時点間の代替の弾力性にこのような差異があれば,罪
進労働所得税の導入に伴い高所得層の税負担が増加すると,総資産を減少させる効果が働
くと考えられる0本稿では,低 ･中･高所得層の異時点間の代替の弾力性7をそれぞれ
0.15･0.20,0.25と仮定して,シミュレーションを試みた｡ケースA-dは,初期状態に
おいて累進労働所得税を適用したケースである｡このケースから比例的労働所得税に移行
したケースがA-1-d,仝税体系が比例税のケース (A-1-d)に累進消費税を導入
したケースがA-2-dである｡
累進労働所得税の影響を分析するために,ケースA-1-dからA-dへの移行を考慮
する｡総資産の増加率は,3所得層の異時点間の代替の弾力性が同一の下では1.88%
(1248.2-1271.7)であったのに対 して,1.45% (1335.5-1354.9)となり縮小 してい
る｡この原因としては,累進労働所得税の導入により,貯蓄性向の低い低所得層の税負担
が軽減され,貯蓄性向の高い高所得層の税負担が増加したことが考えられる｡
累進消費税の影響を分析するために,ケースA-1-dからA-2-d-の移行を考慮
する｡この場合には,累進労働所得税の場合とは対照的な結果が得られたO累進消費税を
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導入した場合の総資産の増加率は,3所得層の異時点間の代替の弾力性が同一のもとでは
2.74% (1248.2･-1282.4)であったのに対して,ll.35% (1335.5-1487.1)となり,大幅
に拡大する結果となった｡この原因としては,累進消費税の資産増加効果はとりわけ高所
得層に強く働くが,高所得層の異時点間の代替の弾力性が大きいために,この効果が増幅
したものと考えられる｡異時点間の代替の弾力性のパラメータ借の設定の少しの違いが,
資本蓄積にかなり大きな影響を与えることが,その感度分析を行った 〔AppendlXE〕同様,
ここでも示唆される結果となった｡
ケ-ス 資産(低) 資産(中) 資産(高) 総資産
A-C 141.5 371.9 863.8 1377.2
A-1-C 112.8 336.2 908.2 1357.2
A-2-C 111.0 340.2 952.3 1403.5
ケース 資産(低) 資産(中) 資産(高) 総資産
A-d 152.9 375.5 826.5 1354.9
A-1-d 123.3 340.2 872.0 1335.5
A-2-d 131.6 371.1 984.4 1487.1
lAppendixE]
本稿のシミュレーション結果が,パラメータの選定にどのように依存しているかをテス
トするために,基準ケース (A)について,パラメータの値を変化させてシミュレーショ
ンの解の変化を調べたO表では,効用関数と生産関数のそれぞれのパラメータを,基準値
から変化させた場合のシミュレーション結果が表示されている｡
表より,定常状態の解は,パラメータの設定に強く依存していることがわかる｡特に異
時点間の代替の弾力性のパラメータTに対するモデルの解の感応度は強い｡Tが小さいこ
とは,所得パターンに関わらず,異時点での消費をなめらかにしようとする選好体系を示
す｡このため,個人のライフサイクルにおいて借り入れ期間を長期化させるので,資本ス
トックの減少をもたらす｡逆に,Tが大きいことは,所得パターンの変化に応じて,異時点
での消費を大きく変化させる選好体系を示す｡このため,個人のライフサイクルでの借り
入れが少なくなり,資本ストックを増加させる｡
また,時間選好率∂の上昇は,人生の早期に生涯所得のより大きな割合を,個人が消費
しようとする選好体系を表すOこのため,資本ストックの減少がもたらされる｡
以上のように,パラメータの設定は,シミュレーション結果を大きく左右するため,結果
の解釈には十分注意しなければならない｡
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ケースA K Y r W Tr
22.8%
18.1%
-0.02 1158.3 461.4 4.4% 0.976 21.2%
_0.0.55 1189.8 458.5 3.7% 0.988 23.9%
0.65 1348.6 473.9 4.1% 0.997 16.8%
EO.15 1049.4 439.5 3.6% 0.956 34.1%
注)基準ケースのパラメータは
7-0,2,6--0.025,g-06,6-0.2
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Heterogeneous Labor Endowments and
Tax Reforms in Aging Japan:
Progressive Taxes and
Intragenerational Redistribution
Akira Okamoto
This paper examines the effects of a progressive labor income tax
scheme and a progressive consumption tax scheme on capital stock and on
intragenerational wealth distribution in Japan, the society with an aging
population. To analyze the problem, we adopt a simulation approach for
an extended life-cycle general equilibrium model of overlapping
generations. As a progressive tax is likely to mitigate the inequality of
resource distribution, it is crucial to allow for the existence of
heterogeneous labor. This is incorporated by assuming that each cohort
has three representative individuals with equal tastes but unequal
annual labor endowments, corresponding to three income classes, namely,
low, middle, and high income classes. As the simulation results indicate, a
progressive labor income tax shrinks the inequality in the distribution of
wealth, while a progressive consumption tax furthers slightly.
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